
参考資料

再生計画策定完了案件の概要

○平成２２年度第１四半期（平成２２年４月～６月）に再生計画策定支援を完了した案件

の概要を一覧にしています。

○平成２２年度第１四半期（平成２２年４月～６月）に再生計画策定支援を完了した案件

は、１０１件でした。

○このうち、実施要領に示す抜本的な内容を伴う再生計画としての基準（※）を満たす案

件は、４９件ありました。これらの案件では、事業面での取組に加え、金融面において、

主に直接放棄や第二会社方式等の抜本的な手法を用いた再生計画となっています。（概要

１）

○また、上記以外の案件は、５２件ありました。これらは、事業面での取組みとともに、

金融面において、主にリスケジュール等の手法を用いた再生計画が大半です。（概要２）

※ 「中小企業再生支援協議会事業実施基本要領」に示す抜本的内容を伴う再生計画の基準

・当要領「 ６．再生計画策定支援（第二次対応） （５）再生計画案の内容 」では、再生計画策定

支援（二次支援）について下記のとおり数値基準を定めています。

①実質的に債務超過である場合は、３～５年以内を目処に、実質的な債務超過を解消する。

②経常利益が赤字である場合は、概ね３年以内を目処に、黒字に転換する。

③再生計画の終了年度（原則として実質的な債務超過を解消する年度）における有利子負債の対キ

ャッシュフロー比率が概ね１０倍以下。

（注）企業の業種特性や固有の事情等に応じた合理的な理由がある場合には、これを排除するもので

はない。



（参考）再生計画策定支援完了案件の概要（その１）

◆「中小企業再生支援協議会事業実施基本要領」に示す抜本的内容を伴う再生計画の基準を満たす再生計画策定を支援した案件（49件）

譲渡・分割
＋清算

直接放棄 計画年度 計画年度 倍 計画年度

2582 飲食店・宿泊業 35 386 51 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 5 5 2

2583 飲食店・宿泊業 3 560 83 ○ ○ ○ 5 1 8 1

2584 飲食店・宿泊業 10 275 43 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 1 9 1

2585 飲食店・宿泊業 24 382 58 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2 2 8 1

2586 建設業 24 404 10 ○ ○ ○ ○ 1 1 5 1

2587 建設業 20 453 34 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 3 3 6 2

計画目標

資産
売却

増資
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債権
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役員報酬
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保証付き

経常黒字化
への転換

債権買取

中小企業再生ファンドの活用

融資
円滑化借
換保証制

度

実質債務超
過解消

有利子負債のCF倍率
金融支援方法

DDS DES
協議会版
資本的
借入金

株式買取 増資
17年
税制

債権
売却

リスケ

金融面での対応

プレDIP

新規融資で活用された制度トピック

RCC、
ｻｰﾋﾞｻｰ

卒業
ｽﾎﾟﾝｻｰ付

企業再
建資金
制度

自治体
制度融資

実質放棄

経営者等の取組

管理会計
手法導入

外部人
材登用

企 業 概 要

資本金
（百万円）

業 種
私財
提供

その他

事業面での対応

増資 その他

企業の取組

グループ
企業再編

資産売却従業員（人）

番号

売上高
（百万円）

2587 建設業 20 453 34 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 3 3 6 2

2588 製造業 10 125 20 ○ ○ ○ ○ ○ 8 8 7 2

2589 卸売・小売業 30 1,012 42 ○ ○ ○ 8 8 9 1

2590 卸売・小売業 60 1,163 66 ○ ○ ○ ○ 9 9 9 1

2591 飲食店・宿泊業 3 101 10 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 5 1 2

2592 建設業 98 903 21 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 3 5 8 2

2593 製造業 12 352 20 ○ ○ 6 6 7 2

2594 建設業 50 604 24 ○ ○ ○ 7 7 6 1

2595 製造業 35 338 57 ○ ○ ○ ○ ○ 8 8 6 2

2596 建設業 40 142 5 ○ ○ ○ ○ 9 5 9 2

2597 卸売・小売業 20 312 18 ○ ○ ○ 10 10 6 2

2598 卸売・小売業 60 4,592 146 ○ ○ ○ ○ 4 5 8 1

2599 サービス業 59 2,995 129 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 5 7 3

2600 卸売・小売業 50 3,442 96 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 5 9 2

2601 製造業 10 365 24 ○ ○ ○ ○ 5 5 10 1

2602 製造業 10 182 16 ○ ○ ○ ○ 1 5 6 3

2603 卸売・小売業 100 11,286 108 ○ ○ ○ ○ ○ ○ - 3 8 1

2604 製造業 30 264 15 ○ ○ ○ ○ 2 3 10 160 製造業 30 6 5 ○ ○ ○ ○ 3 0

2605 卸売・小売業 61 1,441 27 ○ ○ ○ ○ - 3 9 1

2606 卸売・小売業 53 6,421 96 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6 6 4 -

2607 卸売・小売業 10 679 7 ○ ○ ○ ○ 10 10 8 -

2608 製造業 72 293 16 ○ ○ ○ 1 5 3 1

2609 情報・通信 10 352 27 ○ ○ ○ ○ ○ 5 5 1 1
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譲渡・分割
＋清算

直接放棄 計画年度 計画年度 倍 計画年度
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2610 製造業 60 1,562 86 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5 5 9 3

2611 製造業 35 490 13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 3 3 3 2

2612 卸売・小売業 20 1,993 17 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 5 10 1

2613 卸売・小売業 100 9,476 151 ○ ○ ○ ○ ○ 5 5 7 -

2614 サービス業 30 1,160 65 ○ ○ ○ ○ ○ 5 2 5 5

2615 卸売・小売業 40 3,884 85 ○ ○ ○ ○ ○ 5 5 10 -

2616 製造業 32 4,368 100 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7 7 10 2

2617 卸売・小売業 64 1,883 34 ○ ○ ○ ○ 4 5 7 1

2618 製造業 10 552 23 ○ ○ 9 10 9 1

2619 製造業 27 272 29 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 5 7 2

2620 卸売・小売業 30 1,100 297 ○ ○ ○ ○ - 1 9 1

2621 卸売・小売業 27 3,787 15 ○ ○ ○ ○ ○ 1 - - 1

2622 製造業 10 1,061 86 ○ ○ ○ ○ ○ 9 5 9 1

2623 飲食店・宿泊業 20 135 12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 3 5 10 2

2624 製造業 10 572 20 ○ ○ ○ ○ 8 6 7 42624 製造業 10 572 20 ○ ○ ○ ○ 8 6 7 4

2625 製造業 6 286 43 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 9 9 5 2

2626 卸売・小売業 5 82 4 ○ ○ ○ ○ 2 2 14 2

2627 製造業 10 270 19 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 3 3 4 1

2628 製造業 3 164 55 ○ ○ ○ ○ 6 6 6 2

2629 飲食店・宿泊業 3 278 63 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5 5 4 3

2630 卸売・小売業 10 3,665 370 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 3 5 10 1



(参考）再生計画策定支援完了案件の概要（その２）

計画年度 計画年度 倍 計画年度

2631 卸売・小売業 51 2,482 88 ○ ○ ○ ○ リスケ 7 7 14 1

2632 建設業 45 2,743 77 ○ ○ ○ ○ ○ リスケ 8 1 7 1

2633 製造業 48 1,170 89 ○ ○ ○ ○ リスケ 20 10 10 3

有利子負債のCF倍率

私財
提供

資産
売却

役員報酬
削減

新規
貸付

債権
放棄

番号

企 業 概 要

その他
グループ
企業再編

売上高
（百万円）

株主
責任

金融支援方法

実質債務超
過解消

経営
責任

外部人
材登用

◆「中小企業再生支援協議会事業実施基本要領」に示す抜本的内容を伴う再生計画の基準を満たさないものとして再生計画策定を支援した案件（52件）
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その他増資
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経営者等の取組 経常黒字化
への転換新規融資

で活用さ
れた制度

2634 製造業 50 3,217 82 ○ ○ ○ リスケ 1 5 6 1

2635 建設業 200 5,208 130 ○ ○ ○ ○ ○ リスケ 18 14 10 1

2636 製造業 23 147 30 ○ ○ ○ ○ ○ リスケ 13 3 9 3

2637 建設業 30 617 5 ○ ○ ○ リスケ 10 5 14 1

2638 サービス業 3 25 5 ○ ○ ○ リスケ 8 5 4 2

2639 飲食店・宿泊業 240 3,047 241 ○ ○ ○ リスケ 算定困難 3 22 3

2640 製造業 10 684 58 ○ ○ リスケ 算定困難 5 9 3

2641 飲食店・宿泊業 40 1,501 395 ○ ○ ○ リスケ 8 5 5 2

2642 サービス業 40 113 13 ○ リスケ 算定困難 10 10 7

2643 卸売・小売業 32 409 15 ○ ○ ○ ○ リスケ 30 5 30 1

2644 製造業 40 365 34 ○ ○ ○ リスケ - 5 15 3

2645 建設業 50 1 736 47 ○ ○ ○ リスケ 8 5 46 12645 建設業 50 1,736 47 ○ ○ ○ リスケ 8 5 46 1

2646 飲食店・宿泊業 17 188 11 ○ ○ リスケ 算定困難 5 14 1

2647 製造業 50 2,846 196 ○ ○ リスケ 15 15 7 2

2648 飲食店・宿泊業 3 169 14 ○ ○ リスケ 17 5 19 3
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計画年度 計画年度 倍 計画年度

有利子負債のCF倍率

私財
提供

資産
売却

役員報酬
削減

新規
貸付

債権
放棄

番号

企 業 概 要

その他
グループ
企業再編

売上高
（百万円）
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責任

金融支援方法

実質債務超
過解消
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材登用

資産
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増資従業員（人）
管理会計
手法導入

企業の取組

その他増資
資本金
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業 種

計画目標金融面での対応事業面での対応

経営者等の取組 経常黒字化
への転換新規融資

で活用さ
れた制度

2649 建設業 30 441 30 ○ ○ リスケ 7 7 12 1

2650 卸売・小売業 48 894 30 ○ ○ リスケ 5 8 9 1

2651 製造業 30 1,483 49 ○ ○ ○ ○ リスケ 4 5 10 1

2652 卸売・小売業 73 1 228 59 ○ ○ リスケ
企業再建
資金制度

4 4 19 22652 卸売・小売業 73 1,228 59 ○ ○ リスケ
資金制度

4 4 19 2

2653 製造業 20 648 46 ○ ○ ○ リスケ 18 18 9 2

2654 製造業 20 1,268 65 ○ ○ リスケ 14 10 28 1

2655 製造業 40 2,859 85 ○ ○ リスケ 7 10 9 3

2656 サービス業 22 144 20 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 放棄、リスケ 2 2 27 1

2657 運輸業 31 810 65 ○ リスケ 10 10 4 2

2658 製造業 10 292 34 ○ ○ リスケ 15 9 10 2

2659 卸売・小売業 20 2,174 13 ○ リスケ - 5 49 3

2660 製造業 80 2,475 150 ○ ○ リスケ 6 6 8 2

2661 サービス業 50 16,987 1,731 ○ ○ ○ ○ ○ ○ リスケ - 4 19 1

2662 製造業 10 680 49 ○ ○ リスケ 10 10 7 1

2663 製造業 30 748 150 ○ ○ ○ ○ ○ ○ リスケ 19 10 20 2

2664 運輸業 30 801 84 ○ ○ リスケ 6 6 6 2

2665 建設業 50 1,054 64 ○ ○ ○ ○ リスケ 17 4 9 1

2666 運輸業 77 508 78 ○ ○ ○ ○ リスケ 7 7 20 1
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計画年度 計画年度 倍 計画年度

有利子負債のCF倍率

私財
提供

資産
売却

役員報酬
削減

新規
貸付

債権
放棄

番号

企 業 概 要

その他
グループ
企業再編

売上高
（百万円）

株主
責任

金融支援方法

実質債務超
過解消

経営
責任

外部人
材登用

資産
売却

増資従業員（人）
管理会計
手法導入

企業の取組

その他増資
資本金

（百万円）
業 種

計画目標金融面での対応事業面での対応

経営者等の取組 経常黒字化
への転換新規融資

で活用さ
れた制度

2667 製造業 50 2,958 181 ○ ○ リスケ
自治体保
証制度

- 5 18 1

2668 サービス業 10 816 12 ○ ○ リスケ
保証協会
保証付き
プレDIP

7 6 10 1

2669 卸売・小売業 150 2,524 50 ○ ○ リスケ
自治体保
証制度

1 10 15 3

2670 製造業 10 550 23 ○ ○ ○ リスケ 3 5 13 12670 製造業 10 550 23 ○ ○ ○ リスケ 3 5 13 1

2671 建設業 20 508 7 ○ ○ リスケ 算定困難 5 14 -

2672 運輸業 10 1,175 5 ○ ○ ○ リスケ 22 10 13 1

2673 飲食店・宿泊業 16 882 161 ○ ○ リスケ 17 17 20 2

2674 製造業 60 519 31 ○ ○ リスケ 20 5 13 1

2675 卸売・小売業 10 959 21 ○ ○ ○ ○ ○ ○ リスケ
保証協会
保証付き

13 2 10 2

2676 製造業 54 802 60 ○ ○ リスケ 4 3 10 1

2677 サービス業 28 1,119 240 ○ ○ ○ ○ リスケ 2 3 3 1

2678 飲食店・宿泊業 40 1,585 322 ○ ○ リスケ 11 3 11 2

2679 卸売・小売業 20 978 13 ○ ○ ○ ○ リスケ 1 5 14 2

2680 製造業 80 1,280 71 ○ ○ ○ リスケ 5 5 6 1

2681 卸売・小売業 22 868 18 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ リスケ 5 5 13 1

2682 サービス業 1,150 913 141 ○ ○ ○ リスケ 1 5 27 1


